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1.はじめに
目標管理 (Managementby Objectives : M B 0 )は、 ドラッカー (PeterF . Drucker)によって
1954年に公表された著書『現代の経営.1(The Practice 01 Management)において初めて提唱された
概念である (3J。すなわち、ドラッカーの1954年の著書の第11章「自己管理による目標管理」
(Management by Objectives and Self-controI)において、彼は目標管理について「今日必要とされ
ているものは、一人ひとりの人の強みと責任を最大限に発揮させ、彼らのビジョンと行動に共通の
方向性を与え、チームワークを発揮させるためのマネジメントの原理、すなわち一人ひとりの目標
と全体の利益を調和させるためのマネジメントの原理である。J(3 Jとする。そして「これらのこ
とを可能にする唯一のものが、『自己管理による目標管理Jである。J(3 Jと述べている。それゆえ
に、この「自己管理による目標管理」こそが、まさに「マネジメントの『哲学.1 (“philosophy" of 
managernent)と呼ぶべきものである。J(3 Jとされており、目標管理は制度や管理手法というより
もマネジメントの理念・哲学であることを強調しているのである (24J。
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本稿の目的は、目標管理と管理会計との接点、にあるテ}マとして、目標管理を志向した管理会計
システムを構築するための基礎的な考察を行うことである。すなわち、本稿では、まず、わが国企
業における目標管理の導入状況と目標管理概念の展開に関する概要を明らかにし、次いで目標管理
と管理会計上のコントロール概念について検討する。それを踏まえて目標管理のための管理会計シ
ステムの諸説について考察し、さらに管理会計システムの有効性について論究する。
2. わが国企業における目標管理の導入状況と目標管理概念の展開
目標管理は、上述のように1954年にドラッカーがその著書『現代の経営』において「自己管理に
よる目標管理」を提唱したことに始まるが、その後、マグレガー (D. McGregor)のY理論によって
理論的基盤が与えられ、シュレー (E.C . Schleh)により具体的な展開手法が示されて、さらに1960
年代以降、多くのアメリカ企業の聞に広まっていったとされている (15)。
それに対して、わが国では、 1965年前後から本格的に導入されるようになったとされている。こ
の点に関して奥野明子によれば、わが国において、 1964年から1965年にかけての目標管理の導入期
に不況克服策として最初の導入ブームがあり、次いで高度成長期後半の1975年頃、価値観や労働意
識の変化から従業員の動機付けが問題になった時期に2度目の導入ブームがあったといわれている
(l4)。その後、1965年には24%(183社中必社)の企業が目標管理を導入していたが、1970年には45%
(194社中89社)に増加し、そして1975年には59%(486社中286社)へと急増している。さらに、バ
ブル経済崩壊後の1990年代中頃から、成果主義人事管理を目的とした3度目の目標管理導入ブーム
が起こり、今日に至っているとされている (24)01993年に労務行政研究所が行った「平成5年人事
労務管理諸制度の実施状況」では、目標管理の導入企業は46.5%であり、従業員数が3，000人以上の
企業においては58.4%という調査結果が報告されている (24)。そして、目標管理は2000年代中頃に
は7割を超える企業で導入され、また従業員数が3，000人 (2006年より1.000人)を超える大規模企
業においては9割を超える企業で導入されるまで、になっているが、その後、若干減少傾向にあると
されている (24)。
こうした傾向に関して奥野明子は、わが国における目標管理の展開を4つの過程に、すなわち①
ノルマ的目標管理、②参加的管理としての目標管理、③個人尊重を志向した目標管理、④人事評価
制度としての目標管理、に分類し考察を行っている(l4)。
3. 目標管理と管理会計上のコントロール概念
上述のような目標管理との関連において、管理会計におけるコントロールの概念がさまざまな意
味で用いられている。その中で、最も頻繁に用いられているコントロールの概念は、フィードパッ
ク・コントロールの概念である。いわゆる事後統制としてのコントロールである(但し、月次ある
いは四半期などにおいてフィードパック・コントロールが行われる場合には、期中統制としてのコ
ントロールでもある)。管理会計上のフィードパック・コントロールの例としては、例えば、予算管
理における予算差異分析や、標準原価計算における原価差異分析などがあげられる。これらの2つ
の管理会計技法においては、あらかじめ設定された予算または標準原価と実績または実際原価との
差異を分析し、その分析結果を関係者に報告することによって改善措置を講じると共に業績評価を
行い、結果として、その情報を次期の予算編成ないし原価標準の設定にフィードパックさせるので
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ある。
管理会計におけるコントロールの概念は、フィードパック・コントロールの概念が主たるコント
ロール概念として用いられている。しかし、管理会計と深い関わりをもっ経営学とりわけ経営シス
テム論の領域においては、コントロールの概念としてフィードパック・コントロールの他にもいく
つかのコントロール概念が用いられている。その例としては、例えば、アダプテイブ・コントロー
ルやフィードフォワード・コントロールなどがあげられるo また、上記のフィードパック・コント
ロールにもいくつかの種類があるのである。この点に関して付け加えておけば、近年におけるシス
テム論ないしシステム科学の研究の発展によって、コントロールの概念とりわけフィードパック・
コントロールの概念がよく整理されてきていると考えられる(13)。なお、目標管理との関係におい
てフィードバック・コントロールの概念を整理すると、図-1は、目標管理の一般的なプロセスを
表したものであるが、これは管理会計上のフィードパック・コントロールの概念とほぼ同じである
ということができるであろう。
きて、管理会計は、企業の経営管理と極めて密接な関係にあり、また、企業の経営管理は効率的
かっ効果的に行われなければならないところから、制度としての管理会計システムを考えた場合、
事後統制としてのフィードパック・コントロール以外のコントロール概念、すなわち事前統制およ
び期中統制としてのコントロール概念が、コントロールのタイミングの点で管理会計においても今
後さらに一層重視されなければならないと考える。つまり、執行活動の結果が出てからそれに対し
てコントロールを行うという事後統制的な考え方を採るよりも、執行活動の中で事前のあるいは日
報酬管理
図 -1 目標管理のプロセス
目標管理プロセス
の開始
監視
出所:Robert Rodgers and John E.Hunter， "Impact of Management by Objectives on Organizational Productivity，" 
Journal of Aρlied Psychology， Vol. 76 No.2，April1991 ，322-323. 
(注)上記論文の内容から筆者が作成。
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常的なコントロールを強化して行うことによって、当初の計画との差異がなるべく発生しないよう
にするという考え方をとる方が望ましいと考えるのである。
しかしながら、そうはいっても実際には当初の計画との差異が多少とも発生するであろうから、
依然としてフィードパック・コントロール概念の重要性は否定できない。したがって、筆者はフィー
ドバック・コントロールの重要性を否定しようとは少しも考えていない。とはいえ、それでもなお
フィードパック・コントロール以外のコントロール概念すなわち事前統制および期中統制としての
コントロール概念を重視しようとするのは、次のように考えるからである。現代のような不確実か
っ変動的な経済状況の中で、企業の存続・発展を意図した戦略的な企業経営を行うためには、経営
管理者は、事後的なコントロールに重点を置くのではなく、常に企業の環境条件の変化に適切に対
応するため、積極的にフィードフォワード・コントロールなどの考え方を取り入れていくことが必
要とされるのである。すなわち経営管理者は、企業の環境条件の変化に対して、必要に応じて期中
に当初の計画値を変更し(それには、プラスの修正とマイナスの修正との両方が含まれる)、結果と
して当期の実績が修正値と一致するようにコントロールを行い、期末に実施する事後的な差異分析
にはあまり時間と費用をかけないようにすることが必要なのである。さらにいえば、企業は企業環
境に適応するばかりではなく、当該企業の方から製品あるいはサービスに対する消費者の需要を積
極的に創造していくような企業戦略が必要とされるのである。そうした企業戦略を達成するために
は、管理会計以外の手段も当然必要とされるが、しかし管理会計は、そのような企業戦略を達成す
るための極めて重要な手段として位置付けることができる。したがって、そのためには、どのよう
な管理会計システムを構築すべきかが重要な問題となってくるのである(16J。
4. 目標管理のための管理会計システム
(1)デムスキーの「意思決定・業績管理コントロール」
本節では、目標管理のための管理会計システム・モデルとして、最初に、デムスキー(Joel 
S.Demski)の所説を取り上げる(1)(2) (17)。デムスキーは、 1969年10月にアカウンテイング・
レビュー誌に掲載された「意思決定・業績管理コントロールJCDecision-Performance Control)と
いう論文において、意思決定プロセスに対する従来の見解とは異なった考え方を主張している。す
なわちデムスキーは、意思決定プロセスに対する従来の有力な見解であるところの、意思決定プロ
セスを計画と統制の2つの部分集合に二分するいわゆるプランニング・アンド・コントロール・シ
ステムという考え方を否定し、これに代わる概念上のモデルとして「意思決定・業績管理コントロー
ル」を提案しているのである。彼によれば、意思決定プロセスを計画と統制に二分する従来の見解
では、計画と統制の各局面の相互作用が無視され、またその結果として、「目的適合性」の基準が好
ましい形で適用できないとされる。それに対して、彼が主張する「意思決定・業績管理コントロー
ルJにおいては、環境変化に対する意思決定モデルの改定と業績管理の適応との同時的な達成が可
能となり、また、「目的適合性」の基準を情報の価値とコストの視点から好ましい形で適用できると
している。ここで「目的適合性」とは、彼によれば、情報の価値とコストを比較したうえで、意思
決定者が必要とするか、あるいは知らなければならないデータの集合であるという。この点につい
てデムスキーも自ら述べているように、彼自身が解釈する「目的適合性」の概念は、 AAAのAS
OBATにおける「目的適合性」の概念よりも広義である。このようなデムスキーの「意思決定・
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業績管理コントロール」の主たる目的は、意思決定モデルを使用する意思決定者が、その意思決定
モデルのもとで情報選択を最適化するプロセスを解明することにあるのである。ここでいう情報選
択とは、「目的適合性」の基準を具体的に適用して目的適合的な情報を選択することである。
しかし、こうしたデムスキーの「意思決定・業績管理コントロール」は、その都度一時的に意思
決定モデルを固定化し、そのモデルを所与として情報選択を最適化することを考える訳であるから、
継続的な多期間の流れにおける単なる 1期間に対する部分的最適化しか達成されないことになる。
デムスキーの「意思決定・業績管理コントロール」は、このような問題点も指摘されるが、彼のモ
デルにおいては、さらに次のような意思決定の状況を想定しているのである。すなわち、まず、①
意思決定者は自己の計画範囲を複数の意思決定期間の連続から成るものとして構成する。これは、
単一期間に限定した意思決定を問題にするのではなく、ゴーイング・コンサーンとしての企業にお
いて多期間にわたる連続したプロセスの中で意思決定が行われるという状況を前提とするものであ
る。次いで、②意思決定者は「よく定義された意思決定モデル」を使用して、上述のような各意思
決定期間ごとに自己の意思決定の目標値やコントロール変数の値を決定する。ここで、「よく定義
された意思決定モデル」を使用するということは、デムスキーが定型的な意思決定問題だけを考え
ていることを意味する。したがって、デムスキーの「意思決定・業績管理コントロール」では、非
定型的な戦略的意思決定問題についてはその対象から除外されていると考えることができる。デム
スキーは、また、上述のどの意思決定期間においても、意思決定活動は2つの段階で行われなけれ
ばならないとしている。まず第1の段階は、期中の意思決定である。すなわち、当初の意思決定も
その実行も完全なものとは成り得ないので、実行期間中における重大な撹乱や差異に反応して、実
行した意思決定を直ちに変更しなければならない。そして、このような変更のために情報を提供し
なければならないのである。次に第2の段階は、将来の期間に対する期首の意思決定である。すな
わち、どの期間に得られた経験でも、将来の期間における意思決定活動に影響を与える。したがっ
て、この段階でも、将来の期間に対する意思決定モデルやその実行を変更するための情報の基礎を
提供しなければならないのである。デムスキーの「意思決定・業績管理コントロール」のプロセス
は、フィードフォワード・プロセスとフィードパック・プロセスから構成されている。すなわち、
フィードフォワード・プロセスは、ある意思決定期間の期首に、意思決定者は内部情報と環境情報
に基づいて一定の予測を行い、それをその意思決定者の最善の意思決定モデルに結合して最適な意
思決定を行うのである。つまり、この意思決定者は、その最近の情報(フィードパック情報)と意
思決定モデルを用いて、当該意思決定者が目前の未来に採るべき最適な行動を予測するのである。
換言すれば、フィードフォワード・プロセスは、次の意思決定期間に対する最適なコントロール変
数値を予測するために、意思決定モデルのすべての局面を最適化し、かっ特定化することから成る
のである。要するにデムスキーは、フィードフォワード・プロセスを、各意思決定期間の期首ごと
に定期的に行われる意思決定であると考えていることがわかる。
それに対して、フィードパック・プロセスは、予測行動の実行に続いて、物理的処理からの出力
とその後の環境情報が測定され、それらが実行された意思決定のコントロールのための基礎資料を
提供するのである。つまり、現在の測定値が事前の標準値ないし意思決定上の諸仮定と比較されて、
それらの両者間の将来の差異を最小化するための基礎資料が提供されることになるのである。ここ
で、「予測行動の実行に続いて」というデムスキーの表現は、 2つの意味で解釈することができる。
その 1つは、これを「実行期間の後で」と解釈し、各意思決定期間の期末ごとに定期的に行う完全
に事後的なフィードパックを考えるものである。もう 1つは、「実行の期中に漸次実行されるのに
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f半って」と解釈し、期中における反復的なフィードパック(究極的にはリアルタイムのフィードパッ
ク)を考えるものである。ここでは、これらの両者の解釈を含めて、期末を最終時点とした期中に
おける無数の時点でのフィードパックと考えるべきであろう。また、デムスキーによれば、上述の
事前の標準値は必ずしも一定ではないことに注意すべきであるという。そして、意思決定モデル自
体に対してもその都度のフィードパックを提供するとされている。つまりフィードパックは、その
都度の事前標準値の集合を改定するだけではなく、意思決定モデルの適応ないし展開のための基礎
資料を提供するものなのである。要するにフィードパック・プロセスは、システムや環境における
重大な撹乱に適合させるため、実行の適応と意思決定モデルの変更との二重のプロセスから成るの
である。ここで述べられていることは、期中の適応プロセスとしても期末のフィードパック・プロ
セスとしても理解することができるが、この場合も期末を最終時点とした期中における無数の時点
でのフィードバックと理解すべきである。したがって、期末でのフィードパック・プロセスは、各
意思決定期間の期首における定期的なフィードフォワード・プロセスと一致するといえる。それは
デムスキーが、フィードフォワード・プロセスとフィードパック・プロセスは不可分に絡み合って
いると述べていることからも、窺い知ることができる。
上述のデムスキーの「意思決定・業績管理コントロールJにおいては、既に指摘した問題の他に
もいくつかの間題点が存在する。ここでは、それらのうち次の2点を指摘しておくことにしよう。
まず第1に、彼の「意思決定・業績管理コントロール」の説明では、管理の階層性の概念が考慮
のされていないという点である。すなわち、現実の意思決定プロセスでは、上位の意思決定者と下
位の意思決定者との関係があり、これは業績管理の視点からは、例えば前者がマネジメントである
ならば後者はラインの部門管理者であり被統制者といえる。したがって組織は、階層的な意思決定
システムと考えるべきであり、そこには階層間の人間的な問題が複雑に絡み合っているのである。
「意思決定・業績管理コントロール」のプロセスをこのように考えると、フィードパック・プロセス
で採られる各ステップは、管理階層によって意味合いが異なってくるのである。
第2に、デムスキーの「意思決定・業績管理コントロール」における事後最適予算は、期首の段
階で期中に環境変化が生じることを仮定しているが、期中に連続的に環境変化が生じる場合、フィー
ドパック・プロセスの期中における適応プロセスを何らかの方法を用いて最適に近い形で把握しな
ければならないということである。そして、逐次的かつ定期的に残存部分の期間に対する修正案を
提示し、期末にそれを統合したものによって事後最適予算を確定しなければならない。しかしなが
ら、このような事後最適予算は、抽象的な概念モデルにおいては構築することができても、実務上
は設計することが困難であると考えられる。その理由は、分権管理組織においては、複数の管理責
任単位が資源の投入・産出関係で結合していたり、あるいは共通資源を利用して競合していたりす
ることがあるからである。例えば、ある特定部門で発生した期中のパラメータの変化は、その部門
だけではなく他の部門にも影響を及ぽし得るが、各部門管理者はたとえ他部門でのパラメータの変
化を知ったとしても、そのような部門別の影響を分離して知り得ないのである。このことは、 2つ
の部門で別々のパラメータの変化が生じた場合には特に当てはまることである。つまり、各部門の
パラメータの変化は、全社的効果ないし結合的効果を持ち、その効果は部門別に分離して独立的に
測定できないのである。したがって、分権管理組織においては、各部門が独自に期中の不確実な環
境変化に対して最適に適応していくことは極めて困難なのである。
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(2 )石川 昭によるコントロール・システムの分類
さて次に、目標管理のための管理会計システムについては、石川 昭のコントロール概念による
タイプの分類がある ClOJC16J。すなわち、石川 昭はコントロール概念を4つのタイプに分類し
ている。石川 昭のコントロール概念の説明においては、コントロールだけを取り上げて説明する
よりも、プランニングとの関連において説明した方が分かり易いということで、プランニング・ア
ンド・コントロールのシステムの中でそれぞれのコントロール概念を論じている。そして石川 昭
は、 4つのコントロール概念を論じる前に、プランニングとコントロールについてそれぞれ次のよ
うに定義している。すなわち、プランニングとは、同ーのあるいは類似した諸目標を達成する際に、
過去の業績に基づき、将来の目標達成時点仁おいて達成されるべき諸目標を決定することであると
いう。それに対して、コントロールとは、諸目標を達成するためのギア操作のプロセスであるとさ
れている。石川 昭は、プランニングとコントロールの意味についてこのように定議した後で、 4
つのコントロール概念をそれぞれ以下のように説明している。
① ゼロ・オーダー・プランニング・アンド・コントロール
これは、 t期における計画がt+ 1期において計画どおりに、すなわち予測上の業績ベクトルと実
際上の業積ベクトルとが等しくなるように実行される場合に生じる。したがって、時の経過がある
にもかかわらず、コントロールは必要とされない。この例としては、予測できるルーチンな業務活
動があげられる。
② フィードパック・プランニング・アンド・コントロール
これは、 t期における計画がt+ 1期において計画どおりに実行されない場合に生じる。それゆ
えに、予測上の業績と実際上の業績との差異は、コントロール関数を通じてできる限り小さくされ
るのである。このようなプランニング・アンド・コントロール・プロセスにおいて、予測上の業績
と実際上の業績との差異が明らかにされた後で開始されるコントロールが見い出される。この例と
しては、是正を伴うタイプの在庫管理があげられる。
③ アダプテイブ(レスポンスイブ)・プランニング・アンド・コントロール
これは、予測上の業績と実際上の業績との差異が、コントロール関数を通じて一層容易かつ頻繁
にチェックされる場合に生じる。すなわち、 t期において計画され、そして、 t+ Llt期において小
さな差異あるいは差異についての若干の徴候が明らかにされれば、コントロール関数はt+ Llt期
において作用する。それによって、小さな差異は除去される。このタイプのプランニング・アンド・
コントロールは、フィードパック・プランニング・アンド・コントロールよりも一層多くのサイク
ルが伴う。つまりそれは、一定の時間枠の中で予測上と実際上の確率の問題が伴う。この例として
は、生体システムがあげられる。
④ フィードフォワード・プランニング・アンド・コントロール
これは、プランニング・アンド・コントロールがt期において、すなわち t+ 1期において行われ
る前に実行される場合に生じる。したがって、 Pt+ 1よりもむしろPt+ 1が用いられる。それゆ
えに、このようなプランニング・アンド・コントロールにおいて、プランニングそれ自体は、予測
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される環境変化に基づいて予測上の基準で評価される。
石川 昭は、これらの4つのプランニング・アンド・コントロールの説明の中で、フィードフォ
ワード・プランニング・アンド・コントロー1レとそのイ也のプランニング・アンド・コントロールと
の重要な相違点は、コントロール関数と計画システムとの関係のタイミングであると述べている。
そこで、このような石川 昭の分類による 4つのプランニング・アンド・コントロールにおいて、
それぞれのコントロールが管理会計上有用かつ適用可能なコントロール概念であるかどうかを検討
することにしよう。
まず、ゼロ・オーダー・プランニング・アンド・コントロールは、予測できるルーチンな業務活
動に適用されるものであり、計画と実績とが一致するタイプのシステムである。それゆえに、コン
トロールは必要とされない。現実の企業においては、オペレーショナルなレベルのルーチン・ワー
クがこれに該当すると考えられるが、しかし、ルーチン・ワークといえども計画と実績とが常に一
致するとは限らないので、このシステムは、実際にはごく一部の業務活動に限定的に適用されると
考えられる。したがって、ゼロ・オーダー・プランニング・アンド・コントロールは、管理会計に
おいては有用なコントロール概念とはいえず、適用することはできない。
次に、フィードバック・プランニング・アンド・コントロールに関しては、既に管理会計上有用
な概念としてフィードパック・コントロールの概念が用いられているので、敢えて検討する必要は
ないと思われる。
次に、アダプテイブ(レスポンスイブ)・プランニング・アンド・コントロールは、簡単にいえば
フィードパック・プランニング・アンド・コントロールのサイクルが一層頻繁に循環するタイプの
システムである。そして、このシステムは、環境条件の変化に適応するために、学習による適応の
メカニズムを持っている。このタイプのシステムは、現実には生体システムのみならず、企業組織
においても用いられている。しかしながら、このアダプテイブ(レスポンスイブ)・プランニング・
アンド・コントロールは、どちらかといえば、生体システムやマネジメント・システムなどのよう
な全体的なシステムにおいて見られる概念である。
最後に、フィードフォワード・プランニング・アンド・コントロールは、予測上の業績と実際上
の業績との差異が生じる前に、予測される環境条件の変化に基づいて予測上の基準でプランニング
それ自体を評価するシステムである。つまり、このシステムは、簡単にいえば未来志向のシステム
であるといえる。石川 昭によれば、フィードフォワード・コントロールとは、計画上の業績と実
際上の業績との差異が生じる前に予防策が採られる予測的コントロールであるという。この石川
昭の定義におけるフィードフォワード・コントロールとは、期中において何らかの原因で当初の計
画値を達成することができないと予測される場合に、予防的に行われるコントロールであると理解
できる。つまり、この定義では、どちらかといえばマイナスの差異、すなわち不利差異を期中の段
階で予防的に除去ないし小さくするために採られるコントロールであると解釈することができる。
しかし、フィードフォワード・コントロールは、理論的にはマイナスの差異だけではなく、プラス
の差異、すなわち実績が計画値を上回る差異が生じると予測される場合も考えられる訳であるから、
プラスとマイナスの両方の修正を含めた予測的コントロールと理解すべきである。
石川 昭は、フィードフォワード・コントロールをフィードパック・コントロールと統合させた
トータル・コントロール・システムを提案している。最初の計画値は、期中においてそれを達成す
ることができないと予測される場合には、フィードフォワード・コントロールによって当該計画の
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評価が行われ、修正された計画値が示される。筆者はこのようなフィードフォワード・コントロー
ルが管理会計上有用かっ適用可能なコントロール概念であると考える。それは、既に述べたように、
システムの効率性という点から考えれば、執行活動の結果が出てからそれに対してコントロールを
行うという事後統制的な考え方よりも、執行活動の中でコントロールを行うことによって当該期間
の事後最適化(結果の最適化)を図るという考え方の方がはるかに効率的であるといえるからであ
る。もちろん、結果として差異が出たならば、フィードパック・コントロールを行えばよいと思わ
れる。しかしながら、フィードフォワード・コントロールといえども万能薬である訳ではなく、シ
ステムに内在する弱点を持っている。すなわち、フィードフォワード・コントロールは、それ自体
評価のプロセスであるため、将来の不確実性の予測が困難である場合がある。換言すれば、フィー
ドフォワード・コントロールは、測定できない外乱や偏差の累積による制御量の変化に対しては、
コントロールすることができないのである。
クーンツ (HaroldKoontz) =オドンネル (CyrilQ'Donnell) ヴァイリッヒ (HeinzWeihrich) 
は、有効なフィードフォワード・コントロール・システムのための必要条件として次の6つをあげ
ている ClJ。
① プランニング・アンド・コントロール・システムについて綿密かっ注意深い分析が行われなけ
ればならず、それによって、より重要な入力変数が識別される。
② 当該システムのモデルが開発されなければならない。
③ 当該モデルを常にダイナミックなものに保つように配慮しなければならない。換言すれば、採
用した入力変数とそれらの変数聞の相互関係が、依然として現実を反映するものかどうかに関し
て、当該モデルを定期的に見直さなければならない。
④ 入力変数に関するデータは定期的に収集され、そして、当該システムに入力されなければなら
ない。
⑤ 計画していた入力と実際の入力データとの差異を定期的に検討しなければならず、それによっ
て、期待している成果に対するそれらの影響が評価される。
⑥ 対応策を講じなければならない。プランニング・アンド・コントロールのその他のいかなる技
法と同様に、フィードフォワード・コントロールができることは、人々に問題の所在を示すため
の注意喚起を促すことであり、そして、そうした問題を解決するには、明らかに対応策が必要と
されるのである。
上記のクーンツらが指摘する有効なフィードフォワード・コントロール・システムのための必要
条件は、いわば当然満たされなければならない条件であると思われる。それゆえに、これらの必要
条件は、管理会計の情報システム設計および運用上の留意点として銘記すべきである。
(3)フラムホルツの「組識コントロール・システム」
フラムホルツ CEricG. Flamholtz)は、コントロール・システムのモデルとして、会計システムと
りわけ予算管理システムを中核とした「組織コントロール・システム」を提案している C4JC5J 
C6J C7J C8J C17J C18J C19J C21)。フラムホルツが提案する「組織コントロール・システムJ
は、同心円によって示されている。フラムホルツによれば、「組織コントロール・システムjとは、
組織目標を達成するために、組織成員の行動の機会を高めるように設計されたプロセスおよび技法
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の集合であるとしている。そして、フラムホルツは、「組織コントロール・システム」の中核をなす
「コアー・コントロール・システム」が、次の5つのサブシステムから構成されることを明らかにし
ている。
システム構成は、①計画システム、②実行システム、③測定システム、④フィードパック・シス
テム、⑤評価・報酬システム、から成っている。①の計画システムから始まり、⑤の評価・報酬シ
ステムで一巡するサイクルを持つ典型的なフィードパック・コントロール・システムであるといえ
る。②の実行システムは、①の計画システムで設定された目標値や標準値を達成するために、日々
の組織活動を実行するシステムである。また、是正的フィードパックとは、測定システムで測定さ
れた実績が目標値や標準値を達成することができなかったことを示す情報をフィードパックするこ
とである。それに対して、評価的フィードパックとは、実績を評価する、つまり実績が目標値や標
準値に対しである程度達成されたことを示す情報と、その成果に対する報酬を管理するための情報
をフィードパックすることである。
フラムホルツによると、彼の主張するコントロール・システムは、目標指向的であるという。す
なわち、そのようなコントロール・システムの目的は、組織目標が達成されることを援助すること
にあるとしている。つまり、その究極的な目的は、あらかじめ決められた方法で組織成員の行動を
コントロールすることではなく、組織成員が組織目標と一致するところの意思決定を行い、そして、
行動するように彼らに働きかけることである。理想的なコントロール・システムの目的は、組織成
員の個人目標と全体としての組織目標との整合性を促進することである。しかしながら、実際には
全体的な目標整合性は、大抵の場合達成されない。通常は、組織成員の個人目標ないしグループ目
標と全体としての組織目標との間にある程度の整合性が存在する。したがって、コントロール・シ
ステムの目的は、こうした目標整合性の程度を高めることにあるのである。
コントロール・システムは、また、組織成員が組織目標を達成するための動機付けの可能性を最
大化することを意図している。つまり、コントロール・システムにおけるコントロールは、意思決
定よりはむしろ動機付けの可能性を高めることに重点が置かれている。とはいえ、コントロール・
システムによって、すべての組織成員が常に組織目標と一致するように行動することを保証するこ
とは困難なのである。フラムホルツは、このようなコントロール・システムの機能として、次の4
つをあげている。すなわち、コントロール・システムの第1の機能は、組織的コンフリクトを解決
することである。それは、組織成員の業務活動を組織目標へ向けて動機付けるシステムが存在しな
い場合には、組織成員は、必ずしも組織目標ではなく、彼らの個人的な目標や要求を達成するよう
に意思決定を行い、そして行動する傾向があるからであるとする。ここでフラムホルツは、予算ス
ラックの例をあげて説明している。
コントロール・システムの第2の機能は、組織の異なった部分、すなわち部門聞や事業部問、あ
るいは部門と事業部との聞の努力を調整することであるとされている。コントロール・システムの
第3の機能は、組織目標によって、日々の業務活動の分権化が達成されるということを保証するこ
とであるとしている。コントロール・システムの第4の機能は、問題を識別する際にフィードパッ
ク情報を提供することであるとされる。ところで、フラムホルツによれば、コントロール・システ
ムにおける目標ないし標準は、事前と事後の双方のコントロールを容易にするという。ここで事前
コントロールとは、実行システムが開始される前に業績を達成するための動機付けを行うことであ
るとする。つまり、そこでの目標値ないし標準値は、組織成員の業績の希求水準に影響を与えるこ
とになる。それに対して、事後コントロールとは、実績を評価する際に、あるいはまた、報酬を与
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えるための基礎として評価する際に目標ないし標準を利用することであるとしている。つまり、事
後コントロールは、業績を向上させ、あるいは修正することに重点が置かれているのであるO こう
いう点から考えれば、とりわけ評価・報酬システムは、事前および事後のコントロールのために貢
献しているのである。
さて、有効なコントロール・システムのための最終的基準は、組織成員が組織目標を達成するた
めの可能性を高めることである。つまり、有効なコントロール・システムのための最終的基準の意
図は、目標整合性を達成することにあるのである。有効なコントロール・システムのための第2次
的基準は、行動的関連性すなわち組織によって要求されるところのすべての関連する行動ないし目
標を識別することである。もし仮に当該システムが、すべての関連する目標を識別することができ
ず、そして、それらをコントロールしようとしないならば、組織成員は、その行動を望ましい方向
に向けて努力せずに、コントロールされない方向に向けて行動することになるであろう。
また、有効なコントロール・システムのための手段的基準には、行動的妥当性と行動的信頼性が
ある。コントロール・システムは、例えば目標利益などを達成するために組織成員を動機付けるこ
とが要求される。そのことが行われていれば、行動的に妥当で、あるが、反対に、目標の不一致が存
在すれば、妥当で、ないとされる。その可否についての手段的基準の 1つが、行動的妥当性である。
一方、行動的信頼性とは、組識成員の行動が意図されているか否かにかかわらず、コントロール・
システムによって信頼し得る同一の行動が繰り返し採られることであるとされている。
以上のようなフラムホルツのコントロール・システムは、行動科学的アプローチないし組織論的
アプローチから組織の目標整合性の達成に焦点を合わせた極めて明解なコントロール・システム・
モデルであるといえる。
しかし、フラムホルツのコントロール・システムは、彼の論述が明解である半面、綾密な理論的
展開に欠けていると思われる。しかも見方によっては、彼のコントロール・システムは、コントロー
ル・システムに関して特に新しいフレームワークを提案しているとはいえないのである。したがっ
て、フラムホルツのコントロール・システム・モデルは、特に斬新なものとはいえないが、「組織コ
ントロール・システム」という lつのモデルを概念的に整理して説明しようとした点で評価するこ
とができると考える。
5.管理会計システムの有効性
管理会計システムの有効性に関して、管理会計システム・モデルの1つであるデムスキーの「意
思決定・業績管理コントロール」においては、既に明らかにしたように、意思決定プロセス、すな
わち経営管理プロセスを計画と統制の2つのプロセスに二分するプランニング・アンド・コントロー
ル・システムという考え方を否定し、経営管理プロセスは意思決定プロセスと業績管理プロセスと
が結合された連続的なプロセスであるという前提に基づいて、理論的モデルが展開されていた。確
かに、デムスキーの「意思決定・業績管理コントロール」では、現実の企業における経営管理プロ
セスを考えてみると、ここからここまでが意思決定プロセスで、ここからここまでが業績管理プロ
セスであるという明確な区別が行えないことを指摘しているといえる。すなわち、企業の経営管理
プロセスは、見方によってその全体が意思決定プロセスであると見ることもできるし、反対に、そ
の全体が業績管理プロセスであると見ることもできるのである。換言すれば、意思決定プロセスに
おいてもマネジメントのコントロールの機能があると考えられるし、逆に、業績管理プロセスにお
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いてもマネジメントのプランニングの機能があると考えられるのである。それは、経営管理プロセ
スをどのように捉えるか、つまり、経営管理プロセスをどのようなシステムとして理解し、そこに
はどのような機能があるかという見方の問題と関連してくる。デムスキーは、統計的決定理論を
ベースとした情報経済学的アプローチから管理会計上の問題を研究していることで著名であるが、
彼は、こうしたアプローチに基づいて「意思決定・業績管理コントロール」を提案し、不確実性下
における管理会計システムのフレームワークを構築しようと試みた点で評価できると考える。した
がって、デムスキーの「意思決定・業績管理コントロールjは、不確実な環境変化に適応していく
ための管理会計システムを設計する場合、概念的モデルとしては有用であると考えるのである。
しかしながら、デムスキーの「意思決定・業績管理コントロール」は、前述したようないくつか
の重大な問題点があり、実用性という観点からは、解決すべき課題が残されている。また、デムス
キーの「意思決定・業績管理コントロール」は、コントロール・システムという視点から見ると、
筆者が考えているコントロール・システムとは異なっている。とりわけ、コントロール・システム
におけるフィードフォワード・プロセスの解釈の仕方が異なっている。ここで詳述することは割愛
するが、筆者が認識するフィードフォワード・プロセスでは、期首のみならず、期中において当初
の計画値を修正するプロセスもフィードフォワード・プロセスと考えているので、デムスキーの「意
思決定・業績管理コントロール」におけるフィードフォワード・プロセスよりも広義に捉えるので
ある。
他方、フラムホルツのコントロール・システムは、上述したように、コントロール・システム・
モデルとしては特に目新しいものではない。しかしながら、彼のコントロール・システムの特徴は、
行動科学的アプローチないし組織論的アプローチによって、組織の階層構造の中でどのようにして
目標整合性を達成するかという組織上の人間関係の問題と業績管理との関連を、マネジメント・コ
ントロール・システムの構築における中心課題としていることである。この点は、デムスキーの「意
思決定・業績管理コントロール」においては欠けていたところであり、今日では、管理会計上極め
て重要な論点になってきているのである。
さて、以上のような点を踏まえて、管理会計システムの有効性、さらに具体的にいえば業績管理
に有効なコントロール・システムとは何かについて若干の検討を行っておくことにしよう。
コントロール・システムの有効性は、当該システムが組織目標すなわちトップ・マネジメントの
目標に一致するように管理者の行動を動機付けているかどうかによって判断される。つまり、この
ことは、 1つには、組織目標と個人目標とのコンフリクトの問題をどのように処理すればよいのか
ということであり、もう 1つは、コントロール・システムは組織成員の動機付けに対してどのよう
に影響を与えるかということである。組織成員の行動を動機付けるものには、インセンティブや目
標整合性があるが、とりわけ目標整合性を達成するためには、組織内部あるいは組織間で発生する
垂直的かつ水平的なコンフリクトを解決し、協同を促進するように努めなければならない。このよ
うなフレームワークを確立する方法の1つとして、標準の設定や予算編成への組織成員の参加が考
えられる。この点に関しては、フラムホルツも計画システムにおける目標や標準の設定に際して、
組織成員の参加が必要であることを指摘している。そして、そのことによって目標整合性が達成さ
れるとしているのである。しかしながら、ホーングレン (CharlesT . Horngren)によれば、個人目
標やグループ目標は、宗教、家族、職務、教育水準などの多くの影響要因によって変化するため、
トップ・マネジメントはコントロール・システムに対して過度の期待を抱かない方がよいとしてい
る (9)。また、組織成員の参加は、コントロール・システムの欠点を克服するための万能薬ではな
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いのである。それは、組織における目標の形成が、決して単層的なものではなく、複合的なもので
あるからであるO すなわち、動機付けには、①個人目標の充実を通じての組織目標の達成と、②組
織目標の内面化を通じての達成という二重のプロセスにおける形成が認められるのである。ここで
組織目標の内面化とは、組織成員はそれぞれ組織における仕事を人生の副次目的と考えることに
よって、目標整合性が達成されるということである。
ところで、フラムホルツが説明する組織目標と個人目標との全体的な目標整合性は、一般的には
存在しないと考えるべきである。そうであるならば、 トップ・マネジメントは、何らかの手段を用
いて目標整合性を高めるようにコントロール・プロセスに影響力を行使しなければならない。この
ための重要な手段としては、業績の評価基準があげられる。要するに、そうした業績評価基準をど
のように設定するかが、コントロール・システムの有効性にも大きな影響を与えることになるので
ある。また、業績評価基準と目標整合性との関係を議論する場合には、環境の不確実性についても
考慮しなければならない。具体的にいえば、不確実性下の意思決定において、危険回避行動に関す
るトップ・マネジメントと管理者すなわち被統制者との態度の整合性の問題である。これは、例え
ば不確実性の程度が高く、かっ、かなり高度な意思決定権限が委譲されているような事業部の業績
評価においては、重要な問題となるのである。さらに、不確実性の高い意思決定環境においては、
組織階層の上下、あるいは組織単位相互間で相互作用が高い水準で維持され、情報の共有と交換が
強く保持されるコントロール・システムが必要になるのである。
6.むすび
以上のように、本稿では目標管理を志向した管理会計システムの構築のための基礎的な考察を
行ってきた。本稿では、管理会計システムをどのようなシステムとして把握するのかという問題に
対するアプローチとしてこのテーマを取り上げたのである。
すなわち、目標管理のための管理会計上のコントロール概念として従来から用いられている
フィードパック・コントロールに新たにフィードフォワード・コントロールを統合させたコントロー
ル・システム、すなわちトータル・コントロール・システムを採用すべきであると考える。トータ
ル・コントロール・システムは、フィードパック・コントロール・システムとフィードフォワード・
コントロール・システムを統合した環境変化に迅速に対応可能な戦略的な目標管理システムあるい
は戦略管理会計システムということができる。
しかしながら、フィードフォワード・コントロールは、情報システムによる予測技術の水準によっ
て左右されるため、フィードフォワード・コントロールの有効性については、予測に関する技術的
な合理性、つまり予測について高度なコンビュータ処理が可能であることを前提としている。すな
わち、フィードフォワード・コントロールは、予測に関する技術的な合理性を所与のものとして始
めて考えられるのである。
次に、目標管理のための管理会計システムの諸説のうち、まず、デムスキーの「意思決定・業績
管理コントロール」は、不確実な環境変化に適応していくための管理会計システムを設計する場合
には、有用な概念的モデルであると考えるのである。しかしながら、彼の「意思決定・業績管理コ
ントロール」は、いくつかの重大な問題点があり、実用性という視点からは解決すべき多くの課題
が残されているのである。また、デムスキーの「意思決定・業績管理コントロール」は、コントロー
ル・システムという点では、筆者が考えるコントロール・システムとは異なるものである。
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次に、フラムホルツのコントロール・システムは、特に斬新なものではないが、行動科学的アプ
ローチないし組織論的アプローチから、組織の階層構造の中でどのようにして目標整合性を達成す
るかという組織上の人間関係の問題と業績管理との関連を、管理会計システムの構築のためのフ
レームワークとして提示されたものであると考えられる。
そして、これらの考察を踏まえたうえで管理会計システムの有効性は、当該システムが組織目標
すなわちトップ・マネジメントの目標に一致するように管理者の行動を動機付けているかどうかに
よって判断される。それは、 1つには組織目標と個人目標とのコンフリクトの問題をどのように解
決すればよいのかということであり、もう 1つは、管理会計システムは組織成員の動機付けに対し
てどのように影響を与えるかということである。
上記の考察を踏まえて、今後検討すべき課題について指摘しておきたい。その第1は、管理会計
システムのフレームワークについて行動科学的アプローチないし組織論的アプローチから、さらに
一層の検討を行うことである。第2には、管理会計体系論について管理会計システムとの関連にお
いて検討することである。第3には、これらの検討を通じて得られた研究結果に基づいて、戦略的
ないし目標管理のための管理会計システムのフレームワークを構築することである。これらの研究
課題については他日を期したいと考えている。
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